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第第１１33回回

伊予銀行決算説明会伊予銀行決算説明会
＆＆

特別講演会特別講演会
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伊予銀行の概況伊予銀行の概況
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伊予銀行のプロフィール

本 店 所 在 地 愛媛県松山市

創 業 明治１１年３月１５日（第二十九国立銀行）

資 本 金 ２０９億円（発行済株式総数３２３，７７５千株）

従 業 員 数 役員２２人、職員２，９８５人（臨時を除く）

拠 点 数 国内１５１か店（出張所７を含む）、海外１か店（香港）

海外駐在員事務所３か所（ニューヨーク、上海、シンガポール）

ＡＡ-：格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）外 部 格 付

Ａ：スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）

ＡＡ：日本格付研究所（ＪＣＲ）

連結総自己資本比率（国際統一基準） １３．００％

連 結 子 会 社 数 １０社

連 結 従 業 員 数 （ 臨 時 を 除 く ） ３，２７７人

＜平成２５年３月３１日現在＞
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店舗ネットワーク

海外 １か店
駐在員事務所３か所

東海地区 １か店
東京地区 ２か店

愛媛県内
118か店

兵庫県

山口県
大阪府

大分県

香川県

福岡県

高知県

徳島県

岡山県

九州地区 ８か店

中国地区 １０か店

　Ｍ42　臼杵（大分県）、　Ｔ8　仁方（現：呉 広島県）

　Ｓ22　高松（香川県）・高知・大分、　Ｓ25　広島
　Ｓ27　大阪、　Ｓ29　東京、　Ｓ33　徳島、　
　Ｓ38　北九州（福岡県）、Ｓ39　岡山、　
　Ｓ40　名古屋（愛知県）、Ｓ41　神戸（兵庫県）

　Ｓ46　福岡、Ｓ54　徳山（山口県）　

主な県外店舗の出店時期

近畿地区 ５か店

愛媛県以外の

四国地区 ７か店

広島県

　　瀬戸内圏域を中心に、１３都府県に店舗を配置しております。

　　瀬戸内に根ざした 地方銀行第１位の広域店舗ネットワーク を構築しております。

（平成２５年６月３０日現在）
　　

瀬戸内海周辺では11府県

店舗数
国内151か店
海外1か店

（注）愛媛県内店舗数にインターネット支
　　　店を含めております。
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平成２４年度平成２４年度 決算決算のの状況状況
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損益の状況

コア業務純益は、金利低下により運用利回りが低下しましたが、貸出金および有価証券
の運用増強により、前年度並みの３７０億円となりました。
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「コア業務純益」とは？

一般企業の『営業利益』に相当する指標であり、銀行の基礎的な収益力を示します。

＜コア業務純益・経常利益・当期純利益の推移＞

当期純利益は、毎期安定した利益水準を確保しております。
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（単位：億円）

前年度比

預金等 47,109 49,002 51,318 ＋2,316

うち個人預金 30,768 31,465 32,066 ＋601

預り資産残高(注) 4,110 4,128 4,221 ＋93

預金等＋預り資産 51,219 53,131 55,540 ＋2,409

- - 201 201

貸出金 34,878 35,590 36,490 ＋900

うち個人融資 8,895 8,957 9,083 ＋126

24/3末 25/3末23/3末

「いよぎん証券」残高

預金等・貸出金・預り資産残高の状況

20,000

30,000

40,000

50,000

9/3 11/3 13/3 15/3 17/3 19/3 21/3 23/3 25/3

（億円）

預金等＋預り資産

預金等残高

貸出金残高

0

経済環境が厳しい中で、 「預金等・貸出金・預り資産」は引き続き増加しております。

（注）預り資産残高･･･国債、投資信託、保険の各残高の合計。22/3末より金融商品仲介による残高を含む。

預金・貸出金とも１６年連続増加は
全国の銀行で当行のみ

預金・貸出金とも１６年連続増加は
全国の銀行で当行のみ

目標を上回る
スタート

目標を上回る
スタート
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信金
12.0%

当行以外の
地銀
6.4%

都銀・信託
6.0%

第二地銀
22.6%

当行
53.0%

預金等の状況

＜愛媛県内預金等残高　当行シェア（２５/３末）＞

（注）銀行・信用金庫でのシェア

５割超 のシェア５割超 のシェア

「預金等」残高は、５兆１，３１８億円 （前年度比＋２，３１６億円） となりました。

四国
4.0%

九州
3.2%

中国
4.9%

近畿
2.3%

東京・名古屋
9.1%

海外等
0.3%

愛媛県内
76.1%

愛媛県内の
お客さまが

約８割

愛媛県内の
お客さまが

約８割

近畿、東京・名古屋、海外を除く

瀬戸内圏域では 約９割

近畿、東京・名古屋、海外を除く

瀬戸内圏域では 約９割

＜当行預金等残高 地域別構成比（２５/３末）＞
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当行
38.2%

当行以外の
地銀
16.0%

都銀・信託
13.6%

第二地銀
24.6%

信金
7.7%

貸出金の状況

＜当行貸出金残高 地域別構成比（２５/３末）＞ ＜愛媛県内貸出金残高 当行シェア（２５/３末）＞　

「貸出金」残高は、３兆６，４９０億円 （前年度比＋９００億円） となりました。

愛媛県内
58.5%

九州
6.6%

四国
6.2%

中国
8.5%

近畿
7.1%

東京・名古屋
13.1%

約４割 のシェア約４割 のシェア

愛媛県内の
お客さまが

約６割

（注）銀行・信用金庫でのシェア

愛媛県内の
お客さまが

約６割

瀬戸内圏域では 約８割瀬戸内圏域では 約８割
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開示不良債権の状況
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開示不良債権は、額・比率とも　減少傾向開示不良債権は、額・比率とも　減少傾向

＜開示不良債権額・比率推移＞

健全性の目安となる「開示不良債権比率」は、２．１８％ と
引き続き低い水準を維持しております。（地方銀行平均 ３．０４％）

経営改善へのご支援に努め、不良債権の削減を目指します。

（億円） 開示不良債権額 開示不良債権比率

「開示不良債権」とは？

金融再生法により、一定の基準に基づき、金額の公表が義務付けられている債権です。
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有価証券評価益 と 自己資本比率の状況

「有価証券評価益」は１，７５６億円と地銀トップクラス を維持しております。

「連結自己資本比率」も １３．００％と高水準で、健全性は十分です。
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＜有価証券評価損益（単体）の推移＞ ＜連結自己資本比率の推移＞
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規制で求められる
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財務面の特徴（２４年度）

健全性・成長性・収益性ともに、十分な水準を維持しております。

今後も、各経営指標の向上を目指してまいります。　　

　　　　　＜地銀平均に対する偏差値＞

　　　　　　　　地銀平均＝50
　　　　　　　　当行
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当行実績：1,784億円

地銀平均：　526億円

当行実績：11.24％

地銀平均：10.14％

当行実績：6.20％

地銀平均：5.46％

当行実績：　4.95％

地銀平均：▲3.79％

当行実績：56.27％

地銀平均：70.31％
当行実績：4.29％

地銀平均：4.17％

当行実績：0.62％

地銀平均：0.41％

成長性健全性

収益性

預金等平残増加率（過去３年）

貸出金平残増加率（過去３年）

コア業務粗利益増加率（過去３年）

ＯＨＲ

（経費／コア業務粗利益）

ＲＯＥ

有価証券評価益（連結）

不良債権比率

（金融再生法）

当行実績：2.18％

地銀平均：3.04％

ＲＯＡ

（コア業務純益／総資産）
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　２５年度の「コア業務純益」は３６０億円（前年度比△１０億円）、

　「当期純利益」は１８５億円（前年度比＋３億円）を見込んでおります。

２５年度の利益予想

●25年度（単体）業績予想 （単位：億円）

中間期実績 中間期予想 前年同期比 前年度比

コア業務粗利益 422 846 431 ＋ 9 840 △  6

うち資金利益 391 781 398 ＋ 7 773 △  8

うち役務等利益 25 50 27 ＋ 2 54 ＋ 4

経費 242 476 246 ＋ 4 482 ＋ 6

コア業務純益 179 370 185 ＋ 6 360 △  10

信用コスト 46 75 74 ＋ 28 102 ＋ 27

経常利益 103 296 150 ＋ 47 300 ＋ 4

当期(中間)純利益 62 182 95 ＋ 33 185 ＋ 3

経常収益 528 1,048 535 ＋ 7 1 ,025 △  23

25年度年間予想　24年度年間実績
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今後の経営の方向性について今後の経営の方向性について
２０１２年度

中期経営計画中期経営計画

（平成24年4月～27年3月）

～持続的成長力を備えた中四国Ｎo.1の　
　　ソリューション・バンクへの変革～
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中期経営計画の体系
　　お客さまのあらゆるステージで、最適の金融サービス、ソリューションをご提案し、

　　　「親切で頼りがいあるベストパートナーバンク」として、「１０年後も必要とされる銀行」

　　　を目指します。

目指す

銀行像

中長期的に

目指す財務成果

～持続的成長力を備えた中四国No.１のソリューション・バンクへの変革～
合言葉：お客さまからの「ありがとう」のために

持続的成長力

（収益性、生産性、健全性）

お客さまの価値

（事業価値・生活価値）向上への約束

＜基本方針②＞

卓越した

経営管理態勢の構築

＜基本方針③＞

地域社会との長期的な

Wｉｎ－Ｗｉｎ関係の構築

＜基本方針①＞

お客さまに応じた最高の

ソリューションの提供

＜変革のための基盤＞

組織体質の変革 ～10年後を見据えた基盤づくり～

Ｅ
Ｓ
の
さ
ら
な
る
向
上

Ｃ
Ｓ
の
さ
ら
な
る
向
上

時価総額　地銀トップ５
親切で頼りがいある

ベストパートナーバンク
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中期経営計画の数値目標（収益）

　２６年度、２７年度ともに、コア業務純益３４０億円、当期純利益１９０億円を目指します。

183 182 185 190 190

340
373 370 360

340

290
300

340
296 300

0

50

100

150

200

250

300

350

400

23年度実績 24年度実績 25年度計画 26年度計画 27年度計画

（億円）
当期純利益 コア業務純益 経常利益

中計期間中計期間



17

37,200

36 ,700
36 ,490

35 ,590

37 ,600

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

24/3

実績

25/3

実績

26/3

計画

27/3

計画

28/3

計画

（億円）

中期経営計画の数値目標（預金等・貸出金）

預金等は、２８年３月末残高５兆２，１５０億円、貸出金は、２８年３月末残高３兆７，６００億円
を計画し、１９年連続での増加を目指してまいります。
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企業のライフサイクルに応じたソリューション提供力の強化

　お客さまの成長段階に応じたソリューションメニューを提供し、お客さまの成長・発展を　

　サポートしてまいります。

事業相談から、事業計画シミュレーションの策定
までサポート

事業相談から、事業計画シミュレーションの策定
までサポート

自然エネルギーの事業化、環境配慮型企業の
取組みをサポート

自然エネルギーの事業化、環境配慮型企業の
取組みをサポート

定期的にセミナー・講義を開催

起業に必要な知識、資金調達手段、
　地域支援機関の活用方法をご案内

「農林漁業成長産業化ファンド」の組成

野村アグリプランニング＆アドバイザリー㈱と
　アドバイザリー契約締結

「農林漁業成長産業化ファンド」の組成

野村アグリプランニング＆アドバイザリー㈱と
　アドバイザリー契約締結

企業成長支援室

創業・起業期のお客さまをご支援

いよぎん　みらい起業塾

成長産業化支援室

一次産業一次産業

研究機関、大学、大手企業など産官学連携を推進

環境・エネルギー環境・エネルギー

医療・介護医療・介護

ビジネスマッチング・各種商談会

メーカーＯＢを中心とした専門家がきめ細かく対応

ものづくり支援
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アジアの成長を取り込む国際化サポート

　上海・香港・シンガポールのアジア３拠点と「海外事業支援室」が連携し、地域やお客さま

　の国際化をコーディネートいたします。　

お客さまの海外進出・取引のご支援

　　提携金融機関等の活用

　　海外視察ミッションの実施

　　海外ビジネスセミナーの開催

　　愛媛県との連携

【中国（上海）】

業務提携：交通銀行

【インドネシア（ジャカルタ）】
業務提携：バンクネガラインドネシア

【インド（ムンバイ）】

業務協力：

インドステイト銀行

【日本】
業務提携：
　日本貿易保険
　損害保険会社4社

香港支店

当行のアジアネットワーク

上海駐在員事務所

【タイ（バンコク）】

業務提携：カシコン銀行

シンガポール

駐在員事務所

【中国（大連）】

業務提携：大連銀行

海外事業支援室
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お客さまの資産運用のサポート

２４年１０月に証券子会社「いよぎん証券」を開業いたしました。

伊予銀行グループが一体となって、お客さまの資産運用を総合的にお手伝いいたします。

いよぎん証券 少額投資非課税制度（愛称ＮＩＳＡ）

教育資金一括贈与の非課税制度

松山本社
新居浜

今治

宇和島

２５年１０月に八幡浜に出店
し、県内全域をカバーする
予定です

（八幡浜）

専門スタッフによる細かなサービスと

高度な運用ソリューションを提供

お客さまのニーズに合った商品をお選び

いただけるよう幅広くラインナップ

ＮＩＳＡ対応として人員を増強

口座申込みに際する住民票の取得を

当行が代行

インターネットでの仮申込み

ＮＩＳＡに対応した投信ファンドの導入

教育資金一括贈与預金「いよのかけ橋」

　非課税制度をご活用いただくための専用口座

として、６月末より発売開始

教育資金一括贈与の非課税制度は、一定の条件のもとで、
教育資金を贈与する場合に、受贈者お１人につき１,５００万円

を限度として非課税となる制度です。
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地域経済活性化サポートの拡充

　

「地域経済の持続的な発展に向けた連携・協力協定」

　連携・協力事項

海外支店等を活用した海外展開および国際交流

県産品の販路開拓、販売促進

企業間および産業間のビジネスマッチング

愛媛ブランドの魅力向上と発信

県内における創業・起業および企業力向上

企業の県内誘致、留置

観光振興

地域を担う産業人材の育成と雇用の確保

地域経済活性化連携室の設置（25年４月）

　県内全域を積極的に訪問し、地公体と連携を
　取りながら地域経済活性化策を立案・推進

連携・協力協定の締結実績

八幡浜市（25年2月）▼ ▼内子町（25年4月）

▼今治市（25年5月）

愛媛県と協定締結

（24年10月）

▼西条市（25年5月）

▼松野町（25年5月）

地公体と「地域経済の持続的な発展に向けた連携・協力協定」を順次締結し、地域経済活性化に
向けた連携を強化しております。

地域経済活性化策を立案・推進する専門部署として「地域経済活性化連携室」を設置しております。

▼鬼北町（25年6月）

新居浜市（25年7月）▼

東温市（25年1月）▼

宇和島市（25年7月）▼
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　愛媛県・県内各市町との連携

　国内外で多数の商談会開催

　愛媛県・県内各市町との連携

　国内外で多数の商談会開催

　教育資金一括贈与預金「いよのかけ橋」

　少額投資非課税制度（愛称NISA）　

　まるごと住宅ローンワイド７大疾病保障付プラン

　住宅応援フリーローン

　教育資金一括贈与預金「いよのかけ橋」

　少額投資非課税制度（愛称NISA）　

　まるごと住宅ローンワイド７大疾病保障付プラン

　住宅応援フリーローン

　「インターネット支店」開設

　「いよぎん保険プラザ今治」開設

　「インターネット支店」開設

　「いよぎん保険プラザ今治」開設

店舗、商品・サービス、ＣＳＲ活動

　　伊予銀行社会福祉基金

　　地域文化活動助成制度

　　「いーＹＯ！なんＹＯ！きなはいＹＯ！」　開催

　　伊予銀行環境基金「エバーグリーン」

　　「森のあるまちづくり」活動　

　　エコノミクス甲子園「愛媛大会」

　　ＩＲＣニュー・リーダー・セミナー 　

　　「全日本女子硬式野球選手権大会」

　　「愛媛ＦＣ」応援イベント

　　伊予銀行社会福祉基金

　　地域文化活動助成制度

　　「いーＹＯ！なんＹＯ！きなはいＹＯ！」　開催

　　伊予銀行環境基金「エバーグリーン」

　　「森のあるまちづくり」活動　

　　エコノミクス甲子園「愛媛大会」

　　ＩＲＣニュー・リーダー・セミナー 　

　　「全日本女子硬式野球選手権大会」

　　「愛媛ＦＣ」応援イベント

ＣＳＲ活動についてＣＳＲ活動について店舗について店舗について

商品・サービスについて商品・サービスについて

行政との連携・ビジネスマッチングについて行政との連携・ビジネスマッチングについて
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株主の皆さまへの利益還元
　２５年度の年間配当は、普通配当として１０円を予定しております。

　伊予銀行では、２３年度より「株主さまご優待制度」を導入しております。

株主さまご優待制度 ３つのうちいずれか１つをお選びいただけます

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スーパー定期１年物の店頭表示利率＋年０．５０％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「日本赤十字社」への寄付

愛媛県産品 愛媛県産品を集めたカタログからお好みの商品を選択

株主さまご優待定期預金

寄付

　毎年、カタログ掲載商品を拡充しております。本年度も２９品の県産品を追加いたしました。
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　 本資料における、将来の業績につきましては、

発表時において入手可能な情報および将来の

業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を

前提としております。

　将来の業績は、経営環境の変化等により異なる

可能性があることにご留意ください。
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参考資料参考資料
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株価 ９４８円

配当利回り（実績） １．０５％

１株あたり純資産 １,４４８．５６円（２５／３）

時価総額（発行済み株式総数ベース） ３,０６９億円

１株配当（実績） １０．０円

ＰＥＲ（実績） １６．５３倍（連結）

ＰＢＲ（実績） ０．６５倍（連結）

１株あたり利益 ５７．３５円（２５／３）

（平成２５年６月２８日現在）

平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年６月２８日

　　までの実績

８０４円 １，０８８円

６８３円

１０．０円

（年間予想）

６２４円

９．０円

７７３円

５７７円

１０．０円

年初来高値 １，１０２円 ８９７円 ９０３円

年初来安値 ７５４円 ５８５円 ５７７円

８．０円 ８．０円 ８．０円配当実績（年度）

各種株価指標
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当行株価パフォーマンス
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当行株価の推移
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